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ハード（研究設備・機器）およびソフト(技術、組織、体制、サービス、制度、
ルール、仕組み等）に加え、マネジメントの要、技術の要となる⼈材を含めた
研究に不可⽋な基盤を広義に捉えたもの

研究基盤とは︖
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成果創出には研究基盤のマネジメントが重要となる



研究設備のリモート化・スマート化

「第６期科学技術・イノベーション基本 計画（R3.3.26 閣議決定 ）」“研究基盤” 関係の記載
第２章 Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究⼒の強化
(2) 新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）
(b) あるべき姿とその実現に向けた⽅向性 (p.59)
･･･ネットワーク、データインフラや計算資源について、世界最⾼⽔準の研究基盤の形成・維持を図り、産学を
問わず広く利活⽤を進める。また、⼤型研究施設や⼤学、国⽴研究開発法⼈等の共⽤施設・設備について、遠
隔から活⽤するリモート研究や、実験の⾃動化等を実現するスマートラボの普及を推進する。これにより、時
間や距離の制約を超えて、研究を遂⾏できるようになることから、研究者の負担を⼤きく低減することが期待
される。また、これらの研究インフラについて、データ利活⽤の仕組みの整備を含め、 全ての研究者に開かれ
た研究設備・機器等の活⽤を実現し、研究者が⼀層⾃由に最先端の研究に打ち込める環境が実現する。

(c) 具体的な取組
②研究DXを⽀えるインフラ整備と⾼付加価値な研究の加速 (p.61)
l 研究設備・機器については、2021年度までに、国が研究設備・機器の共⽤化のためのガイドライン等を策
定する。なお、汎⽤性があり、⼀定規模以上の研究設備・機器については原則共⽤とする。また、2022年度
から、⼤学等が、研究設備・機器の組織内外への共⽤⽅針を策定・公表する。また、研究機関は、各研究費
の申請に際し、組織全体の最適なマネジメントの観点から⾮効率な研究設備・機器の整備がおこなわれてい
ないか精査する。 これらにより、組織的な研究設備の導⼊・更新・活⽤の仕組み（コアファシリティ化）
を確⽴する。既に整備済みの国内有数の研究施設・設備については、施設・設備間の連携を促進するととも
に、2021年度中に、全国各地からの利⽤ニーズや問合せにワンストップで対応する体制の構築に着⼿し、
2025年度までに完了する。さらに、現在、官⺠共同の仕組みで建設が進められている次世代放射光施設の着
実な整備や活⽤を推進するとともに、⼤型研究施設や⼤学、国⽴研究開発法⼈等の共⽤施設・設備について、
リモート化・スマート化を含めた計画的整備を⾏う。【科技、⽂、関係府省】

国による共⽤のガイドライン等の策定

組織的な研究設備の導⼊・更新活⽤の仕組み
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第２章 Society 5.0 の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究⼒の強化
(1) 多様で卓越した研究を⽣み出す環境の再構築
(b) あるべき姿とその実現に向けた⽅向性 (p.50)
･･･また、研究の卓越性を⾼めるため、厚みのある基礎研究・学術研究の振興とともに、多様な「知」の活発な
交流が必要である。個々の研究者が、腰を据えて研究に取り組む時間が確保され、⾃らの専⾨分野に閉じこも
ることなく、多様な主体と知的交流を図り、刺激を受けることにより、卓越性が⾼く独創的な研究成果を創出
する環境の実現を⽬指す。 ･･･

(c) 具体的な取組
②⼤学等において若⼿研究者が活躍できる環境の整備（p.53）
⑥研究時間の確保（p.55-56）
l URA等のマネジメント⼈材、エンジニア（⼤学等におけるあらゆる分野の研究をサポートする技術職員を含
む）といった⾼度な専⾨職⼈材等が⼀体となったチーム型研究体制を構築すべく、これらが魅⼒的な職とな
るよう、専⾨職としての質の担保と処遇の改善に関する取組を2021年度中に実施する。これにより、博⼠
⼈材を含めて、専⾨職⼈材の流動性、キャリアパスの充実を実現し、あわせて、育成・確保を⾏う。
【⽂】

「第６期科学技術・イノベーション基本 計画（R3.3.26 閣議決定 ）」“研究基盤” 関係の記載

技術職員の活躍促進
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GFCのこれまでの歩みと共⽤事業

■オープンファシリティ事業 ■機器分析受託事業 ■試作ソリューション事業

■設備リユース事業

GFC事業部⾨

⽇本をリードする機器共⽤システム
による研究基盤環境の整備

専⾨スタッフによる迅速かつ
的確なデータを提供

新しいタイプの産学協働事業

学内研究機器の有効利⽤
■国際連携推進
GFC事業広報・国際化対応



500万以上の研究設備合計

2,187件 434億円

本学における共用率 33%
(12%)

40%
(23%)(機関外利用可)

255件

477件

1,455件

機関外利⽤可 機関内専⽤ 共⽤対象”外”

10,238,525千円

7,390,555千円25,811,261千円

機関外利⽤可 機関内専⽤ 共⽤対象”外”
2021年9月時点

研究設備の共⽤状況(５００万以上）

設備⾦額設備数

設備数 設備金額

合計 総額



共用している

共用していない
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オープンファシリティウェブサイト

GFC総合サイトからアクセス
https://www.gfc.hokudai.ac.jp/1

オープンファシリティ
WEBサイト（装置予約システム）2

利⽤装置の選択3

新ウェブサイトの特徴
●SSO-ID（学内教職員の⽅）⼜は
GFC-ID(学⽣・学外の⽅）でログイン
●WEBで装置利⽤申請（紙媒体不要）
●WEBで初回講習会の申込
●WEBで装置の予約
●WEBで分析依頼の申込
●装置導⼊依頼フォーム

装置の利⽤申請

分析の依頼申請

各種申請・申込4
装置担当者への問い合わせ



lWEBで、いつでも予約ができます。
l各装置の担当者が、「予約の可否」「
予約可能時間」等の設定を⾏ないます。
l原則として、予約の取消／変更はでき
ません。
l利⽤時間を集計する機能があります。
l全体の掲⽰板や、装置ごとのお知らせ
機能があります。

装置の予約⽅法

利⽤装置の選択1

初回講習会の受講が終了
すると装置の予約ボタンが
表示され，予約が可能に
なります．

「予約する」をクリック2

利⽤⽇時を指定する3

「予約を確定する」をクリック4

予約
完了

【特徴】



利⽤者のカテゴリー

オープンファシリティ（共用システム）

l 登録装置数の 255台（16 部局）
l 共⽤時間~13万時間／年
l 学外51組織が利⽤
l 学内利⽤登録者 879名（27部局）
l 利⽤者の５割が学⽣
l 研究者の５割超が若⼿研究者

2021



機器分析受託サービス実績

Topジャーナルへの貢献（Top1%論⽂含む）

Nature系列等、IF10以上論⽂34報を⽀援

特に質量分析（MS）の貢献度が⾼い

分析項⽬別 論⽂数機器分析受託部⾨を利⽤して得られた論⽂数の推移

OFシステム整備/共⽤機器管理センター設⽴

令和2年度⽂部科学⼤⾂表彰「研究⽀援賞」受賞
「受託分析サービスを通した⼤学研究⼒向上への貢献」

岡 征⼦ （創成研究機構 GFC機器分析受託部⾨⻑ 技術専⾨職員）
廣瀬 知弘 （同部⾨、技術専⾨職員）
武⽥ 希美 （同部⾨、技術専⾨職員）
徳光 藍 （同部⾨、技術専⾨職員）（左から）

*Quartile（Q1-Q4）ある分野においてイ
ンパクトファクターが⼤きい順に雑誌を
並べた際の位置・上位25%以内 Q1
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北⼤における機器共⽤と技術職員の組織化の経緯と課題

Ø 全学的規模に成⻑した結果、持続的運営に果たす装置管理
者、部局、⼤学執⾏部それぞれの役割を⾒直す段階に到達

Ø 研究基盤データの収集・分析体制が不⼗分

Ø 全学的技術⽀援に対応できる⼈材育成が不充分

Ø 全学的技術⽀援を効果的に実施するための情報不⾜

Ø 定年退職等にともなう業務引継ぎが不充分

課題課題



北大コアファシリティ構想

13成果の持続的創出と社会還元を⽀えるEBPM研究基盤強化推進体制の整備



事業計画

5

本事業における新規取組み 資⾦計画
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事業計画における各戦略

北⼤コアファシリティ

①マネジメント体制構築
②研究基盤IR体制構築
③機器共⽤機能強化プログラム：共用推進、イノベーション創出
④研究⽀援⼈材育成プログラム：人材育成、情報発信

研究基盤マネジメントサイクルの構築



北⼤研究戦略(第４期における研究戦略プラン)

大学執行部に加え、財務部主計課、研究推進部研究支援課・研究振興企画課、総務企画
部人事課といった事務組織とも連携し、大学の戦略・ガバナンスのもとにコアファシリティ化
を推進する体制を大きく強化

16
令和4年7月に北海道大学研究データポリシーを制定



導⼊ 活⽤ 廃棄

リユース

共⽤実績データ

⼤学の戦略
経営・研究・教育

研究設備のライフサイクルの中でいかに成果を創出するか
意思決定プロセスへの研究基盤IRの導⼊

利⽤料研究基盤IR
研究基盤高度化委員会



研究基盤マネジメントサイクル実現に向けた研究基盤IR

●研究基盤IRの目的

共⽤データを効率的に集約し、可視化するまで⼀連のシステムを構築。
研究基盤IRを活⽤して精査したエビデンスを基に、設備⾼度化・導⼊の
投資戦略を⽴案し、
持続的な成果の創出と社会還元を⽀えるEBPM研究基盤強化推進体制の確
⽴を⽬指す。

意思決定プロセス



研究基盤IRの構築 ②研究基盤IR体制構築
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学術データ
マネジメント
システム

実験・分析 論⽂化・知財化

RF-IDを論⽂中に付与

成果の公開

成果*と研究機器が紐づく

HURF1822000001

HURF18220000001

・装置の貢献度、重要性が明らかに
・研究公正・不正防⽌

ファシリティID(装置ID)

*成果とは、論⽂に加え、学位論⽂、特許関連書類を想定

データ
データ

研究DX

リサーチファシリティID

HURF18-22-000000001
導⼊年＋装置カテゴリー＋資産番号

自動付与可能？

（案）

（例えば）
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リモートOF開発プロジェクト
リモートOF開発プロジェクト先⾏事例集

事例を学内外に公開し広くノウハウを共有

・令和2年度に遠隔利⽤
システムであるExTOPE
EMの導⼊を完了
・宇宙科学分野での実証
検証及び活⽤を実施

他機関からリモート利⽤の様⼦(JAMSTEC)



対策事例：核磁気共鳴（NMR) 装置⾃動化・遠隔利⽤システム

l 「窒素再凝縮装置」の導⼊による、液体窒素供給作業の完全⾃動化 ⇒対⾯接触作業の完全回避／マシンタイムの増加
l 「オートサンプルチェンジャー」の導⼊による⾃動測定及び遠隔オペレーション ⇒対⾯接触機会の最⼩限化／⼊構規制への対応
l 新型コロナウイルス禍下での学内・学外からの共⽤利⽤/受託測定受付の再開

AFTER 対策後BEFORE 対策前

若⼿研究者 (⼈)
学部/⼤学院学⽣(⼈)
装置供⽤可能時間 （時間/ ⽉)

15⼈
75⼈

144時間/⽉

3⼈（80% 減↓）
3⼈（96% 減↓）

16時間/⽉（89% 減↓）

20⼈（33％ 増↑）
90⼈（20％ 増↑）

720時間/⽉（400％ 増↑）

新型コロナ
ウイルス禍
学内⼊構制限

遠隔・
⾃動化

液体窒素（-196℃）充填作業
（週1回/半⽇程度）

NMR実験室内での
測定・対⾯研究指導

・3密を避けるため作業や測定が危険・⾮効率
・学内⼊構制限により作業や測定が継続不可能

窒素供給作業不要・測定⾃動化・遠隔化達成

液体窒素
再凝縮装置

オートサンプルチ
ェンジャー

在宅勤務教員
からの研究指導

NMR施設
無⼈⾃動化

無⼈NMR装置遠隔
オペレーション

学内外からの遠隔測定/
遠隔での研究教育指導

NMR装置利⽤実績 2019 2021(⾒込）2020(4-9⽉）

コンセプト／ポイント
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対策事例︓電⼦線描画装置パターン設計⽤CADソフトウェアの遠隔利⽤システム

コンセプト／ポイント
l 電⼦線描画装置のパターン設計⽤PCの遠隔利⽤を⾏い、現場作業をゼロに
l ソフトウェアのシミュレーション機能を活⽤することによりクリーンルームでの条件出し実験を最⼩化
l 他⼤学も含めたユーザー対象にソフトウエア利⽤に関するセミナーの実施

AFTER 対策後BEFORE 対策前

EB装置利⽤実績
稼働時間 (h)
のべ利⽤⼈数 (⼈)
稼働率 (%)
学外共⽤率 (%)

2017
2576 

424
54
34

2018
3625 

487 
83
49

2019
4703 

578
83
65

2020(4-9⽉)
1780 

193
59
34

è 2021年
5000 

670
89
64

(10,11⽉)
826 
112

88
64

新型コロナ
ウイルス
感染対策

道内
（北見工大等）

学内

道外（企業含む）

・接触機会削減
・⾃由な時間に利⽤可能
・遠隔で本州からの利⽤も可能
・シミュレーション機能で実験回数削
減

遠隔操作に対応

実験者（設計者）が増えると密に

新規CADソフト
集約化

設計変更のたびに出
⼊りすることによる

⾮効率性

仕様が異なる電⼦線描画装置（3台）⽤として、
CR前室に設計⽤PCが4台設置

ク
リ
!
ン
ル
!
ム

技術職員の作業負担減
ユーザーの実験効率改善

利便性を理解してもらうためのWebセミナーを実施

「微細加⼯PFセミナー」 2020年12⽉16⽇(⽔)

2020年
通算予測

4258 
529

74
49

10%減程度の利⽤に押さえられる（共⽤率は企業を含む学外利⽤）

仕様の違いにより、特定PC
を遠隔利⽤にできない

効率化による
利⽤ユーザー拡⼤ 23



24

左から電子科学研究所技術部武井将志技術専門職員、アル
ム株式会社代表取締役平山京幸 CEO、増田隆夫理事・副学
長、電子科学研究所技術部楠崎真央技術専門職員

機械加⼯装置の加⼯⽀援AI導⼊
「アルムコード１」の無償貸与契約

5か所の専門部署に本プログラムを導入
共同研究先として、「5G等の活用による製造業のダイナミック・
ケイパビリティ強化に向けた研究開発事業」 （NEDO）に採択

新たなDXの取り組み



Researchers & Technicians コラボプロジェクト

・令和3年度より2年間のプロジェクトとして11件のプロジェクトを支援
計49名(教員26名､技術職員21名､博⼠研究院1名､学術研究員1名)

・⾃動薄⽚作成装置の開発
・画像解析装置を完全⾃動化するソフトウェア開発
・静⽔圧環境下での物性測定環境の構築
・ヒグマ捕獲・放獣の技術・⽅法の確⽴
・次世代教育映像の開発
・試料前処理装置群をシームレスに接続可能な試料導⼊機構の開発
・デジタルデータに基づく新たな「ものづくり」システムの構築
・遠隔リアルタイム農場実習プログラムの開発
・気管内吸引⽅法やトラブル時の対処等の習得可能な視聴覚教材の開発
・観測ロケット⽤の実験装置の開発
・五感を使⽤し臨場感を得られるオンライン実習の実現
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北⼤Academic Fantasistaと連携

・市⽴札幌開成中等教育学校3、4年⽣約300名を対象とした分野別セミナーを、
北海道⼤学アカデミックファンタジスタとの連携により令和3年9⽉10⽇に開催
・技術職員を講師とした本活動は令和４年度も開催

研究⽀援インターンシッププロジェクト

技術職員の裾野拡⼤を⽬的とし、⾼校⽣を対象としたプログラムを実施

「市⽴札幌開成中等教育学校×北海道⼤学
充実期課題研究スタートアップセミナー」の様⼦



北⼤テックガレージって？

世の中にないもの作り出す秘密基地
Create tech products that donʼt exist yet



そのために必要なこと

・健全な競争⼼を⽣む仲間や共同創業者候補と出会う場

・顧客に向き合うプロジェクト技法を経験し⾝に着ける

・⼈⽣のなかで、⼗年かけても良いと思える領域への情熱を育む

1/13/23 28

十年くらい後の起業家を
生み出し続ける仕組みを作る

そのために必要なこと
・健全な競争⼼を⽣む仲間や共同創業者候補と出会う場
・顧客に向き合うプロジェクト技法を経験し⾝に着ける
・⼈⽣のなかで、⼗年かけても良いと思える領域への情熱を育む

HUTG Concept
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東京⼤学本郷テックガレージと連携
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